豊橋市街頭消火器設置費等補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、街頭消火器の設置等に要した費用に対し交付する街頭消火器設置費等補助金（以下「補助金」という。）に関し、必要な事項を定めるものとする。
（目的）

第２条　補助金は、街頭消火器設置の整備推進について必要な助成を行い、地域住民による初期消火体制の強化及び自主的な防災活動を推進し、災害の防止及び被害の軽減を図るため予算の範囲内で交付する。
（定義）
第３条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる｡

（１）消火器　　次の表に適合するもので、かつ、消防法（昭和２３年法律第１８６号。以下「法」という。）第２１条の２の規定により型式承認の表示が付されているものをいう。
	種　　類
	能力単位
	薬剤量
	表　　記

	粉末消火器
	A-３以上、B-７以上、C
	3.0kg以上
	町名、消火器番号を白色カッティング文字等で表示する


（２）収納箱　　次の表に適合するものをいう。

	寸　　法
	材　　質
	塗　　装
	表　　記

	
	
	地
	文　字
	

	前号の消火器が収納できること
	ステンレス製又はスチール製
	赤色の焼付塗装
	白　色
	町名、消火器番号を白色カッティング文字等で表示する


（３）街頭消火器　　屋外に設置する消火器及び収納箱をいう｡
（４）薬剤詰替え　　火災等（消防署が調査報告書を作成したものに限る。）に使用した又は消防訓練等により放射した消火器の薬剤を詰替えることをいう。

（補助金の交付対象者）
第４条　補助金の交付対象者は、市内の消防用設備業者に事業委託又は販売業者から購入した者であって、かつ、次の各号のいずれかに該当する者とする。
　（１）豊橋市自治連合会に加入する町自治会長又は校区自治会長

　（２）豊橋市自主防災組織設置推進要綱に基づき設置された自主防災組織の長
　
（補助対象事業）
第５条　補助金の交付対象となる事業は、次に掲げるものとする。

（１）街頭消火器設置
（２）消火器更新

（３）収納箱更新
（４）薬剤詰替え

（補助金の額等）

第６条　補助金の額は、次の表に定めるとおりとする。ただし、補助事業に要する経費が基準額に満たないときは、補助事業に要した額を基準額とし、１００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。
	事業区分
	街頭消火器設置
	消火器更新
	収納箱更新
	薬剤詰替え

	補助金額
	基準額の２分の１
	基準額の２分の１
	基準額
	火災等使用
	左記以外

	
	
	
	
	基準額
	基準額の２分の１


２　前項の基準額は、次の表に定めるとおりとし、設置費、既存品の処分費を含み、配達等に係る費用は含まないものとする。
	事業区分
	街頭消火器設置
	消火器更新
	収納箱更新
	薬剤詰替え

	基準額
	17,200円
	9,000円
	8,200円
	火災等使用
	左記以外

	
	
	
	
	7,900円
	7,900円


（交付申請）

第７条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、薬剤詰替えを除く補助事業にあっては補助事業を実施した年度の3月31日までに、薬剤詰替えにあっては消火器を使用した翌日から起算して２ヶ月以内に、街頭消火器設置費等補助金交付申請書（様式第１）に次に掲げるいずれかの書類を添えて市長に申請しなければならない｡ただし、市長が特に認めた場合は、当該期限を延長することができる。
（１）販売業者の領収書

（２）街頭消火器設置等・販売証明書（様式第２）
（交付決定等）

第８条　市長は、前条の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは、補助金の交付決定をするものとする。この場合において市長は、補助金の交付の目的を達成するために必要があるときは、条件を付すことができる。
（決定通知）

第９条　市長は、前条の規定により補助金の交付決定をしたときは、速やかにその決定内容を街頭消火器設置費等補助金交付決定通知書（様式第３）により申請者に通知するものとする｡

(補助金の交付)

第１０条　市長は、前条の規定により交付決定をした後、街頭消火器設置費等補助金交付請求書（様式第４）による申請者の請求に基づいて、補助金を交付するものとする。

(交付の取消し又は補助金の返還)

第１１条　市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させることができる｡

（１）この要綱又は補助金の交付決定の際に付した条件に違反したとき｡

（２）補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。
（３）補助金の運用又は補助事業の執行方法が不適当と認められるとき｡

（４）提出書類に虚偽の事項を記載し、又は補助金の交付に関して不正の行為があったとき。

（５）その他市長が不適当と認めたとき。

（財産の処分の制限）

第１２条　申請者は、補助事業により取得した街頭消火器を補助金の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付けし、又は担保に供してはならない。ただし、当該補助事業を実施した年度から起算して別に定める年数を経過した場合は、この限りでない。

　（検査等）

第１３条　市長は、申請者に対して補助事業に関し必要な指示をし、報告を求め、又は検査することができる。

　（雑則）

第１４条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関して必要な事項は別に定める｡

　　　附　則

　この要綱は、昭和52年4月26日から施行する｡

　　　附　則

　この要綱は、昭和54年4月1日から施行する｡

　　　附　則

　この要綱は、昭和56年4月1日から施行する｡

　　　附　則

　この要綱は、昭和61年4月4日から施行する｡

　　　附　則

　この要綱は、昭和63年4月1日から施行する｡

　　　附　則

この要綱は、平成5年4月1日から施行する｡
附　則

この要綱は、平成13年4月1日から施行する｡

　　附　則

この要綱は、平成23年4月1日から施行する。
　　附　則

この要綱は、令和2年4月1日から施行する。

附　則
（施行期日）
１　この要綱は、令和3年1月1日から施行する。
（経過措置）
２　この要綱の施行の際、現に改正前の豊橋市街頭消火器設置費等補助金交付要綱の規定に基づいて作成されている各様式は、改正後の豊橋市街頭消火器設置費等補助金交付要綱の規定にかかわらず、当分の間これを使用することができる。
附　則

この要綱は、令和4年4月1日から施行する。
附　則

この要綱は、令和5年4月1日から施行する。
附　則

この要綱は、令和6年4月1日から施行する。
